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Abstract

The Hydrographic and Oceanographic Department is conducting tidal observations. The observation 

method is the float type at the permanent test tide station and the hydraulic method at the temporary test 

tide station. In the hydraulic type, it is necessary to install a staff scale on the sea surface and perform 

simultaneous observation to directly and simultaneously observe the tide level. This requires personnel 

and significant amount of time. In addition, since the cable and water pressure sensor are installed in the 

sea, there is a problem that the installation place is limited to the vertical revetment and rock wall where 

the water depth is secured to some extent. In order to solve these problems, we conducted research to 

introduce a new type of tide gauge. As a result of the research, we introduced a portable radio wave tide 

gauge, and compared and verified its practicality by conducting simultaneous observations at the Kamaishi 

tide station and Yokohama Shinko tide station. As a result, it was confirmed that the portable radio wave 

tide gauge can be used for tide observation.

1　はじめに
海上保安庁海洋情報部（以下「海洋情報部」と
いう）は，潮汐の推算，水路測量時の水深の補
正，海流変動の基礎資料，地殻変動の監視及び津
波の把握（海上保安庁海洋情報部，2022）を目的

に潮汐観測を行っている．潮汐観測は，常設した
験潮所に設置した験潮器（「検潮器」，「験潮儀」，
及び「検潮儀」とも呼ばれるが，ここでは「験潮
器」で統一する）で何十年も観測（以下「常設潮
汐観測」という）を行っているものと，常設した
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験潮所が設置されていない港湾の場合，潮汐観測
の都度，一時的に験潮器を設置し，1カ月程度の
期間観測（以下「臨時潮汐観測」という）を行う
ものがある．常設潮汐観測は建物の中に井戸を造
り，井戸と外の海を直径 10 ～ 20 cmの管（導水
管）でつなぎ，外の海水を井戸内に導き，井戸内
の海面にフロートを浮かべ，海面の上下動に伴っ
て動くフロートの上下動を計測し，潮高を観測す
るフロート式の験潮器を使用している．臨時潮汐
観測は，圧力センサーとデータ処理部・電源部で
構成された水圧式の験潮器を使用している（Fig. 

1）．
水圧式の験潮器の使用においては，2つの解消
したい課題がある．
1つ目は同時観測の実施である．同時観測は，

水圧式験潮器の 0位の決定と海水の塩分や水温に
よる観測値の変化を補正する縮率を決定するた
め，標尺などを海面の上下動が測定できるように
海面に対して垂直に設置（以下「副標」という）
し，水圧式験潮器と同時に直接副標を読み取り，
潮高を観測するものである．この同時観測は，観
測者が長時間目視で海面の上下動を副標から読み
取り記録するもので，人員と時間を要するという
課題である．
2つ目は設置場所が限定されることである．水
圧式験潮器は圧力センサーを海中に設置すること
から，波浪の影響及び最低水面を考慮し，同セン
サーが海面上に出ないような深度に設置する必要
があること，同センサーが移動しないようケーブ
ルも含め固定する必要があること，至近に副標を
設置する必要があること，これらのことをクリア
できる場所でなければいけないことから，水深が
ある程度確保された垂直護岸や岸壁に設置場所が
限定されるという課題である．また，干満差が大
きい港湾に設置した場合は，副標の読み取りを海
面から高さのある岸壁ぎわから行うことがあり，
安全上の問題が発生する．
1つ目の課題解決への取り組みとして，近年の
水圧式験潮器は，安定した数値を示していること
から測定方法の安定性を確認し，規則を緩和する
検討を行った．その結果，副標を読み取って水圧
式験潮器と比較する同時観測は，比較値が平均よ
り 0.1 mをこえる値が 5％以内であることを目安
に，相次ぐ高低潮の時刻を含む 7から 8時間を要
する観測 2回から，2時間以上を 2回とし，真水
で調整された機器の縮率を海水で使用する場合，
縮率の係数は 0.98 を使用してよいとして運用す
ることとした．
しかし，実際は作業の合間での同時観測となっ
たことで，波浪等があまり良い時間帯で実施でき
なかったりするなど，読み取り誤差にばらつきが
あり，結果として 2時間以上の観測となる場合が
あった．このため，従来の観測時間で作業を計画
し，実施している事例も見受けられる．また，過
去の事例として，同時観測を実施しなくてよい可

Fig 1． Hydraulic tide gauge （from Rigosha Co., Ltd. 
website）.

図 1． 水圧式験潮器（株式会社離合社ウェブサイトよ
り）．
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搬型のフロート式の験潮器を設置したこともある
が，機動的に行えるものではなかった．
同時観測は，水圧式験潮器の圧力センサーから
処理部までの圧力の伝達手法が，鉛管の中の空気
による伝達から電気に変わり，測定値も安定して
きたため，回数や時間も見直されてきたが，廃止
することはできない作業である．
そのため，短期間の測量では，測量期間中，副
標の読み取りにより潮高を直接求める職員を常時
配置するか，水圧式験潮器を設置して調査を行う
しかなく，機動的に調査を行える潮汐観測に適し
た新たな測定手法の験潮器は，これまで見いだせ
ていなかった．
今回，他機関が運用する験潮器について調査し
たところ，近年，気象庁は常設験潮所などで電波
式の験潮器（Fig. 2）を導入し，安定的にデータ
を取得していた．電波式はセンサーが水上にあり
0位の測定が可能であること，センサーから水面
を直接測定できることから装置を小型化して可搬
型として運用できれば，水圧式の験潮器の 2つの

課題が解決，軽減される可能性がある．験潮器の
調査結果や目的を踏まえ，機動的に潮汐観測が行
える電波式の験潮器（以降「可搬型電波式験潮
器」という）の導入を検討することとした．

2　可搬型電波式験潮器の選定
可搬型電波式験潮器の仕様の検討のため，現在
水路業務で使用し実績のある可搬型水圧式験潮器
と気象庁の常設の電波式験潮器を参考に必要な諸
元をまとめ，可搬型電波式験潮器の諸元と形態・
構成を作成し，入手可能な機器を検討し，可搬型
水圧式験潮器（離合社製簡易験潮器 No.5225-
WLB）のセンサー換装型である離合社製可搬型
電波式験潮器 No.5222 を整備した．整備した可
搬型電波式験潮器の諸元を Table 1，実機を
Photo 1 に示す．
本機の利点としては，海洋情報部で現在使用し
ている可搬型水圧式験潮器とデータ処理部・電源
部の筐体や操作系がほぼ同一であったことから，
測定時間設定などの機器の操作・設定についての
慣熟がほとんど必要なく，使用できたことであ

Fig. 2． Radio wave-type tide gauge （from the Japan 
Meteorological Agency website）.

図 2．電波式験潮器（気象庁ウェブサイトより）．

Table 1． Specification of the introduced portable radio 
wave-type tide gauge.

表 1．導入した可搬型電波式験潮器の諸元．
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3　可搬型電波式・フロート式・水圧式各験潮器
の観測結果
整備した可搬型電波式験潮器の実用性を確認す
るため，横浜新港験潮所と釡石験潮所にて可搬型
電波式験潮器（以下「可搬型電波式」という）及
び可搬型水圧式験潮器（以下「水圧式」という）
を設置し，各験潮所のフロート式験潮器（以下
「フロート式」という）と併せて 3方式による潮
汐観測を行った．次節でその観測結果について報
告する．

可搬型電波式の潮高は，水上のセンサーから海
面まで距離の測定値を記録するため，フロート式
とデータの比較が容易となるよう，可搬型電波式
の 0位と関係が付いたセンサーアーム上の点と験
潮所の球分体の水準測量を行い，験潮所の観測基
準面（0 of g）と一致させた．

3.1　横浜新港験潮所の観測結果
横浜新港験潮所での観測は，可搬型電波式及び
水圧式を験潮所内に設置した（Photo 2）．水圧式
は，圧力センサーの先に 5 kg程度の重りをつけ
て，導水管と反対側の井戸壁面に沿って吊り下
げ，重りを着底させて設置した．
可搬型電波式は測定時間を 20 秒，測定間隔

（収録間隔）を 5分として観測したデータ（最小
の位は mm）である．水圧式は測定時間を 5秒，
測定間隔（収録間隔）を 5分として観測したデー
タ（最小の位はmm）である．フロート式は観測
値の 30 秒平均値の毎 5分のデータ（最小の位は
cm）を使用した．フロート式（横浜新港験潮所）
及び可搬型電波式の観測基準面の高さ関係は，
Fig. 3 に示すとおりである．可搬型電波式の観測
基準（0 位）は，Photo 3 で示す箇所であり，こ
の箇所を水準測量することでフロート式の観測基
準面（0位）との高さの関係を付けることができ

Photo 1． Maintained por table radio wave-type tide 
gauge （Solar panel is removed）. （a） Photo 
from sensor. （b） Photo from the side.

写真 1． 整備した可搬型電波式験潮器（ソーラーパネ
ルは外している）．（a）センサー部からの写
真．（b）横からの写真．

Photo 2． Portable radio wave-type and hydraulic-type 
installed inside the Yokohama Shinko tide 
station.

写真 2． 横浜新港験潮所内に設置した可搬型電波式及
び水圧式．
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る．可搬型電波式の観測潮高は，この高さ関係の
5.882 m（5882 mm）を基にフロート式の観測基
準面（0位）に合わせた値を使用している．可搬
型電波式，フロート式及び水圧式の観測潮高の時
間変化を Fig. 4 に示す．
各方式の観測潮高の 1日 2 回上下する波形は，
観測した全期間（2022 年 5 月 26 日～ 6 月 5 日，
データ間隔：5分，データ総数：2789）でよく一
致している．各方式の観測潮高の時間変化は，機
器の不具合等によるデータ不良も見られず，時間
のずれ及び高さの違いもほぼ見られない．なお，
横浜新港験潮所の観測期間が短いのは，可搬型電
波式のバッテリーの問題により 10 日間の観測と
なったことによる．

3.2　釜石験潮所の観測結果
釡石験潮所での観測は，可搬型電波式（Photo 

4）及び水圧式（Photo 5）を験潮所外に設置した．
水圧式は，水深が想定より深く，鋼材を使用して
の固定ができなかったため，横浜新港験潮所と同
じく重りを付け，海面下に垂らし，重りをうまく
石垣の間にかませて設置した．
可搬型電波式は測定時間を 20 秒，測定間隔

（収録間隔）を 5分として観測したデータ（最小
の位は mm）である．水圧式は測定時間を 5秒，
測定間隔（収録間隔）を 5分として観測したデー
タ（最小の位はmm）である．フロート式は観測
値の 30 秒平均値の毎 5分のデータ（最小の位は

Fig. 3． Height of the observation reference planes of 
the portable radio wave-type and the float-type 
（Yokohama Shinko tide station）.

図 3． 可搬型電波式とフロート式（横浜新港験潮所）
の観測基準面の高さ関係．

Photo 3． Observation standard of portable radio wave-
type （0th place）.

写真 3．可搬型電波式の観測基準（0位）．

Fig. 4． Time series of observed tide height of portable radio wave-type, float-type and hydraulic-type at Yokohama 
Shinko tide station.

図 4． 横浜新港験潮所の可搬型電波式・フロート式・水圧式の観測潮高の時間変化．
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cm）を使用した．フロート式（釡石験潮所）及
び可搬型電波式の観測基準面の高さ関係は，Fig. 

5 に示すとおりである．可搬型電波式の観測基準
（0位）は，Photo 3 で示す箇所であり，この箇所
を水準測量することでフロート式の観測基準面
（0 位）との高さの関係を付けることができる．
可搬型電波式の潮高は，この位置関係の 7.810 m
（7810 mm）を基にフロート式の観測基準面（0
位）に合わせた値を使用した．可搬型電波式，フ

ロート式及び水圧式の観測潮高の時間変化を Fig. 

6 に示す．
各方式の観測潮高の 1日 2 回上下する波形は，
観測した全期間（2022 年 6 月 1 日～ 7 月 15 日，
データ間隔：5分，データ総数：9805）でよく一
致している．各方式の観測潮高の時間変化は，機
器の不具合等によるデータ不良も見られず，時間
ずれ及び大きな高さの違いは見られず，全体の傾
向としては良く一致している．
なお，フロート式では，導水管により波浪によ
る極短い周期の海面の上下動が抑えられた観測値
となる．電波式では，測定時間が 20 秒であり，
数秒程度の波浪による上下動は，平均化された観
測値となる．水圧式では，測定時間が 5 秒であ
り，数秒から十数秒の周期の波浪による上下動の
影響が強く表れた観測値となる．

4　可搬型電波式・フロート式の潮高の比較・検
証
可搬型電波式とフロート式の測定値の時間変化
は，極めてよく一致しているので横浜新港験潮所
及び釡石験潮所において，観測した潮高の比較・
検証について次節で報告する．
なお，可搬型電波式（データの最小の位は

mm）とフロート式（データの最小の位は cm）
である．

4.1　各観測潮高散布図
可搬型電波式とフロート式との散布図を作成し

Photo 4． Portable radio wave-type installed outside the 
Kamaishi tide station.

写真 4．釡石験潮所外に設置した可搬型電波式．

Photo 5． Hydraulic-type installed outside the Kamaishi 
tide station.

写真 5．釡石験潮所外に設置した水圧式．

Fig. 5． Height of the observation reference planes of 
the portable radio wave-type and the float-type 
（Kamaishi tide station）.

図 5． 可搬型電波式とフロート式（釡石験潮所）の観
測基準面の高さ関係．
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4.1.1　横浜新港験潮所
横浜新港験潮所の可搬型電波式とフロート式
は，近似直線の傾きが 0.9968 とほぼ 1 であり，
また，決定係数（R2）は 0.9999 で点のバラつき

Fig. 6． Time series of observed tide height of portable radio wave-type, float-type and hydraulic-type at Kamaishi tide 
station. （a） June 1－15, 2022 （b） June 16－30, 2022 （c） July 1－5, 2022.

図 6． 釡石験潮所の可搬型電波式・フロート式・水圧式の観測潮高の時間変化．（a）2022 年 6 月 1 日～ 6月 15 日．
（b）2022 年 6 月 16 日～ 6月 30 日．（c）2022 年 7 月 1 日～ 7月 5日．

た．横浜新港験潮所で観測したものを Fig. 7 に，
釡石験潮所で観測したものを Fig. 8 に示す．
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Fig. 7． Scatter char t of tidal height obser ved by 
por table radio wave-type and float-type at 
Yokohama Shinko tide station.

図 7． 横浜新港験潮所の可搬型電波式・フロート式の
観測潮高の散布図．

Fig. 8． Scatter char t of tidal height obser ved by 
por table radio wave-type and float-type at 
Kamaishi tide station.

図 8． 釡石験潮所の可搬型電波式・フロート式の観測
潮高の散布図．

もほとんどなく，両者が極めて良く一致している
（Fig. 7）．切片は観測基準面（0 位）を合わせて
いることから約 3 mmとなっている．

4.1.2　釡石港験潮所
釡石験潮所の可搬型電波式とフロート式は，近
似直線の傾きが 0.9988 とほぼ 1 であり，また，
決定係数（R2）は 0.9999 で点のバラつきが僅か
にあるものの，よく一致している（Fig. 8）．切片
は観測基準面（0位）を合わせていることから約
14 mmとなっている．散布図の結果は，釡石験
潮所が横浜新港験潮所に比べ，一致がほんの僅か
ながら劣っていた．この理由として，横浜新港験
潮所では，可搬型電波式を験潮所の井戸内に設置
し，ほぼ平坦な海面の上下動を計測しているもの
と，釡石験潮所では，可搬型電波式を験潮所外に
設置したことで，電波による測定では，波浪の波
長の影響により，照射面内の海面に凹凸ができ，
その波浪の凸部を測定してしまうため発生する差
と考えられる．実際の波高の変化を考慮すれば，
波浪による海面の上下動をうまく平滑化してお
り，約 14 mmの差は小さく，測定誤差の範疇と
言える．

4.2　潮高差標準偏差・潮高差分布
可搬型電波式とフロート式との観測潮高の潮高
差の標準偏差を Table 2 に，潮高差の分布を Fig. 

9 に示す．

4.2.1　横浜新港験潮所
横浜新港験潮所の可搬型電波式とフロート式の
潮高差の標準偏差は 5 mmと両者が極めて良く一
致している（Table 2）．また，潮高差の分布は，
差の絶対値 10 mm未満が 2307 データと全体の
83％を占めている．また，差の最大の絶対値が
17 mmと極めて良く一致している（Fig. 9（a））．

4.2.2　釡石港験潮所
可搬型電波式とフロート式の潮高差の標準偏差
は 20 mm（2 cm）と両者がかなり良く一致して
いる．また，潮高差の分布は，差の絶対値 10 
mm（1 cm）未満が 3431 データで全体の 35％で
あった（Fig. 9（b））．潮高差の標準偏差及び分布
は横浜新港験潮所の結果より劣っているが，水路
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準（0位）の測定の都度，センサーカバーを外す
場合があり，パッチン金具や丁番で固定するタイ
プに改善すると，センサーカバー取付け時に海部
に乗り出してのカバー周囲のねじ止めの作業がな
くなるので，安全性も向上し，作業も容易にな
る．
このほか，可搬型電波式の設置場所にあわせて
臨機に対応できるよう，センサーアームの長さや
センサー部分の固定金具等について何種類かある

Table 2． Standard deviation of tide height dif ference 
between portable radio wave-type and float-
type.

表 2． 可搬型電波式とフロート式との観測潮高の潮高
差の標準偏差

Fig. 9． Distribution of tide height difference between 
portable radio wave-type and float-type. （a） 
Yokohama Shinko tide station. （b） Kamaishi 
tide station.

図 9． 可搬型電波式とフロート式との潮高差の分布．
（a）横浜新港験潮所．（b）釡石験潮所．

測量業務準則施行細則では，（水圧式）臨時験潮
所のゼロ位と副標のゼロ位の関係付けについて，
目視観測の記録と同時刻の験潮記録との比較値
（差）から求めるとあり，比較値がその平均より
0.10 m以上離れる回数が全体の 5％以上ある場
合，原因等を精査することとなっている．今回，
フロート式験潮所を副標とし，電波式を水圧式に
置き換えて考察すると，比較値の絶対値 0.10 m
（100 mm）を超えるデータ個数は，全体の 0.03％
（9805 個中 3 個）であり，5％より極めて小さい
ものであった．

5　可搬型電波式の改善点と使用上の注意点
可搬型電波式について，その実用性を確認する
ため，横浜新港験潮所及び釡石験潮所に設置し潮
汐観測を行った．可搬型電波式は，観測にあたり
センサー部，データ処理装置等各パーツに分解し
て移送し，現場で組み立て設置，観測した．
比較観測は，海上保安庁所管の験潮所で実施し
たため，設置条件や管理も良好な状態であった
が，今後，測量地に設置しての観測のため，運
搬，組み立て及び観測時に気が付いた改善点や使
用上の注意点をより利便性が良くなることを期待
し，次に記載する．

5.1　改善点
5.1.1　組み立て関係
今回使用した可搬型電波式は，3種類の工具が
必要であった．ネジの規格の統一のほか，観測基
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と良い．

5.1.2　観測基準関係
電波式のセンサーは，指向角（8度）内であれ
ば，多少の傾斜は許容されるものの，観測基準
（0位）の測定に影響するので，気泡管と調整金
具の取り付け，水準測量の際には電波式センサー
の設置高によって使い分けられるように，観測基
準（0位）に関連のついた，標尺を立てる球分体
のような固定点，または，フロート式のような鋼
尺の取付けを検討する．
なお，横浜新港験潮所での観測では，常設の験
潮器の架台の下に電波式のセンサーが入るので，
観測基準（0位）の測定のため，標尺を立てる球
分体の代用として，球状の袋ナットをセンサー
アームの付け根に張付けて，アームに傾斜がない
ことを確認して水準測量を実施した．
センサー保護用のカバーを取り付けた際には，
カバーを外さずセンサー位置の変動の点検が容易
となるようカバーに観測基準（0位）と関連のつ
いた目盛を張付ける等の工夫の余地はある．

5.2　使用上の注意点
5.2.1　センサーと海面間の障害物による観測不良
可搬型電波式の測定については，センサー部分
をセンサー取付ステーで海上に張り出して，設置
する必要があり，センサーから発射する電波の指
向角（8度）内に岸壁などの地物が入らないよう
注意する必要がある．なお，センサー部分の設置
に適した場所の候補としては，漂流物がたまるよ
うな場所を避け，水圧式で設置してきた垂直護岸
や岸壁の他にドルフィンや橋梁等が挙げられる．

5.2.2　電源容量不足による観測停止
可搬型電波式の電源は，センサーが常時稼働し
て計測していることから消費電力が大きいため，
0.6 m×0.4 mのソーラーパネルと可搬型の機器と
しては大型の 12 V 22 Ahの密閉型バッテリーを
共用している．釡石験潮所で比較観測を実施した
6 月は日照時間も長く比較的天候も良かったの

で，電力の低下による観測の中断は無かった．し
かし，横浜新港験潮所は屋内に設置のため，ソー
ラーパネルを使用しなかったことと，ソーラーパ
ネルを使用できない時にどの程度観測できるか確
認するために，商用電源からは給電せずに観測を
行い，バッテリーのみでは 10 日程度の観測しか
できないことが，今回の比較観測で確認できた．
冬季の日照時間が短い季節や天候不良が続く場
合，ソーラーパネルから充電及び給電が不十分と
なり，観測が中断する可能性があるので，運用の
実績を積むまでは，頻繁な点検を行い予備バッテ
リーとの交換を考慮しておく必要がある．
なお，測定時間及び測定間隔を変更してデータ
処理・収録部の消費電力を少なくすることはでき
るが，前述のとおり，消費電力が大きいセンサー
が常時稼働していることから節電効果はあまり期
待できない．

5.2.3　観測値の点検
今回の観測では，センサーから海面まで距離の
測定値を記録したため，観測基準面（0位）はセ
ンサーの位置となり，水圧式やフロート式とでは
観測値（符号）が逆になる．これまでの解析ソフ
トウェアでは，対応できないことも有り得るの
で，最低水面から下を 0位とした値に換算する必
要がある．デジタル機器全般に言えることだが．
数値的に 0位の変更は容易であるので，観測前に
は正しい設定で測定しているか点検が必要であ
る．

6　まとめ
海洋情報部では水圧式験潮器の課題の解決，電
波式験潮器の調査実施機関への導入の対応とし
て，設置場所を移動して潮汐観測が行える可搬型
電波式の導入と実用性の検証の研究を令和 2年度
から令和 4年度にかけて行った．令和 3年度に 2
台の可搬型電波式を整備し，これらの実用性を検
証するため，横浜新港験潮所及び釡石験潮所にお
いて，フロート式（各験潮所で使用）及び水圧式
を使用して同時に潮汐観測を行った．
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横浜新港験潮所では，観測結果を取りまとめ，
観測潮高の散布図，潮高差の標準偏差及び潮高差
によって比較・検証を行った．その結果，可搬型
電波式は，フロート式の観測結果と極めて良く一
致しており，実用として問題ないことが確認でき
た．
釡石験潮所では，観測結果を取りまとめ，観測
潮高の散布図，潮高差の標準偏差及び潮高差の標
準偏差によって比較・検証を行った．その結果，
可搬型電波式は，フロート式の観測結果と極めて
良く一致しており，実用として問題がないことが
確認できた．
なお，観測潮高の比較・検証結果において，屋
外に設置した釡石験潮所が横浜新港験潮所に比
べ，一致がほんの僅かながら劣っていたのは，験
潮器自体の問題ではなく，釡石験潮所の可搬型電
波式での観測が波浪の影響を受けたことによると
考えられる．
整備した可搬型電波式は，海洋情報部の潮汐観
測の基準を十分に満たすものであり，実用できる
ものであることが確認できた．可搬型電波式を
32 昼夜以上の長期間の潮汐観測で使用するほか，
次の使用が期待できる．
（1）水圧式設置時に副標を観測員が読取る同時観
測では，目視による読み取りであることから観
測員の技量による差などの個人差が入る可能性
があり，可搬型電波式では均質なデータを取得
できることから，可搬型電波式で水圧式プラス
副標による観測の代替えが可能である．
　　なお，ソーラーパネルによる充電に不安があ
るような地域及び季節に 10 日間以上の観測を
行う場合は，現機器では外付けで容量の多い
バッテリーを使うことを勧める．

（2）常設験潮所の外側に電波式を設置し，井戸内
の験潮器のデータと比較することで，験潮所の
井戸つまりの調査に使用する．
　　最後に移動して行う潮汐観測において，可搬
型電波式が海洋情報部はもとより，水路測量に
関係する調査実施機関にも普及されることを期
待して本稿を終わる．
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要　　旨
海洋情報部は，潮汐観測を行っている．観測方
式は，常設験潮所ではフロート式，臨時験潮所で
は水圧式を採用している．水圧式では，標尺など
を海面に設置し，直接，同時に潮高を観測する同
時観測が必要である．これには，人員と多くの時
間を要する．また，ケーブルと圧力センサーを海
中に設置することから水深がある程度確保された
垂直護岸や岸壁に設置場所が限定されるという課
題がある．これらの問題を解決するため，新たな
方式の験潮器の導入に向けて験潮器の調査を行っ
た．調査の結果，可搬型電波式験潮器を導入し，
その実用性について，釡石験潮所と横浜新港験潮
所との同時観測を行い，可搬型電波式験潮器とフ
ロート式験潮器の観測データの比較・検証を行っ
た．この結果，可搬型電波式験潮器は，潮汐観測
に使用可能であることが確認できた．


